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基準１ 教育理念・目的・育成人材像等 
 * 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

1-1 理念・目的・育成人材像は定められているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

1-1-1 学校が教育を行う理念・目的・育成

人材像などが、明確に定められているか 

5 

本校では教育理念、教育目的及び育成人材像を

学則や各種規程等において明確に定めている。

また、社会環境や地域ニーズ、留学生を取り巻

く環境の変化を踏まえながら、教育活動全体が

理念に沿って実施されるよう運営を行ってい

る。 

特になし 

1-1-2 理念・目的・育成人材像を実現する

ための具体的な計画・方法を持っているか 

5 

教育理念及び育成人材像の実現に向けて、学校

運営方針や年間事業計画を策定し、教育活動、

学生支援、進路支援等の各分野において具体的

な目標設定を行っている。また、定期的な会議

や各部署での検証を通じて進捗管理を実施し

ている。 

特になし 

1-1-3 理念・目的は、時代の変化に対応し、

その内容を適宜見直されているか 

5 

社会情勢や留学生を取り巻く環境の変化、産業

界のニーズ等を踏まえ、教育目標や教育内容に

ついて継続的な見直しを行っている。特に認定

日本語教育機関制度への対応を通じて、日本語

教育及び専門教育双方の質保証体制の整備を

進めた。 

特になし 

1-1-4 理念・目的・育成人材像等は、教職

員に周知され、また学外にも広く公表され

ているか 

 
5 

教育理念や教育目標は教職員会議や各種研修

等を通じて共有するとともに、学校案内やホー

ムページ等を通じて学外へ公表している。教職

員が理念を意識しながら教育活動及び学生支

援に取り組めるよう情報共有を行っている。 

特になし 
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1-2 学校の特色はなにか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

1-2-1 学校の特色として挙げられるものが

あるか 

5 

本校は、日本語教育と専門教育を併設する教育

機関として、多様な国籍・文化背景を持つ学生

が学ぶ環境を有している。また、地域連携や企

業連携を活用した実践的な教育活動を展開す

るとともに、進学・就職支援を含めた総合的な

学生支援体制を整備している。 

特になし 

 

1-3 学校の将来構想を抱いているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

1-3-1 学校の将来構想を描き、3～5年程度

先を見据えた中期的構想を抱いているか 

4 

学校を取り巻く環境の変化や地域社会のニー

ズを踏まえ、中長期的な視点に立った学校運営

を行っている。認定日本語教育機関としての運

営体制整備に加え、専門教育との連携強化や教

育の質保証に向けた取組を進めている。 

学生数や社会ニーズの変化に柔軟に対応するため、

中長期計画のさらなる具体化と教職員間での共有を

進める必要がある。今後は教育環境整備、人材育成

及び組織運営の観点を含めた将来構想の検討を継続

していく。 

 

基準２ 学校運営 
*5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

2-1 運営方針は定められているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

2-1-1 学校の目的、目標に基づき、学校運

営方針は明確に定められているか 

 5 

学校の教育理念及び教育目標に基づき、年度ご

との学校運営方針を策定している。運営方針は

教育活動、学生支援、進路支援等の各分野に反

映されており、学校全体で共通の方向性を持っ

た運営を行っている。 

特になし 
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2-1-2 学校運営方針はきちんと教職員に明

示され、伝わっているか 
4 

学校運営方針については教職員会議や各種ミ

ーティング等を通じて共有している。また、部

署ごとの目標設定や業務計画へ反映すること

で学校全体の方向性の共有を図っている。 

組織規模の拡大に伴い、教職員間の理解度や認識に

差が生じる場合がある。今後も継続的な情報共有と

対話を通じて浸透を図る。 

2-1-3 学校運営方針を基に、各種諸規定が

整備されているか 

5 

学校運営方針及び関係法令に基づき、学則をは

じめとする各種規程の整備及び見直しを適宜

実施している。また、認定日本語教育機関制度

への対応に伴い、必要な規程類の整備も進めて

いる。 

特になし 

 

2-2 事業計画は定められているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

2-2-1 学校の目的、目標を達成するための

事業計画が定められているか 
5 

学校運営方針に基づき、年度ごとの事業計画を

策定している。教育活動、学生支援、募集活動、

進路支援等について具体的な目標及び計画を

設定し、組織的な運営を行っている。 

特になし 

2-2-2 学校は事業計画に沿って運営されて

いるか 
4 

各部署において事業計画に基づいた運営を行

い、定期的に進捗状況を確認している。また、

社会情勢や学生ニーズの変化に応じて柔軟な

対応を行っている。 

計画と実施状況の検証をさらに強化し、PDCA サイク

ルをより効果的に運用していく。 

 

2-3 運営組織や意思決定機能は、効率的なものになっているか                                   

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

2-3-1 運営組織図はあるか 

5 
学校運営に必要な組織図を整備し、教職員へ周

知している。各部署の役割及び指揮命令系統を

明確化し、円滑な学校運営を行っている。 

特になし 

2-3-2 運営組織や意思決定機能は、学校の

目的、目標を達成するための効率的なもの

になっているか 3 

各種会議体及び組織体制を通じて学校運営に

関する意思決定を行っている。教育活動や学生

支援に関する課題についても部署横断的に協

議し、対応している。 

学校規模の拡大に伴い、より迅速な意思決定や情報

共有が求められている中、判断に時間がかかったり

エスカレーションレベルが不明であったり等の問題

が発生した。会議運営や情報共有手法の改善を進め

る。 
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2-3-3 組織の構成員それぞれの職務分掌と

責任が明確になっているか 
4 

職務分掌を定め、各部署及び担当者の役割と責

任を 2024 年度から明確化することを進めてい

る。日常業務においても各担当者が役割に応じ

た業務を遂行している。 

業務の属人化を防ぐため、業務内容の可視化及び情

報共有を継続的に進める。 

2-3-4 授業や運営に関する学生からの相

談、苦情等の担当者が特定され、適切に対

処しているか 
3 

学生相談窓口及び担当者を明確にし、学生から

の相談や意見について適切な対応を行ってい

る。また、必要に応じて関係部署と連携しなが

ら問題解決を図っている。 

連携体制は構築されているが、エスカレーションル

ールなどの細かい部分の整備が遅れている。2026 年

度にはこれらのルールの整備を進める。 

2-3-5 業務の見直し及び効率的な運営の検

討が定期的、かつ、組織的に行われている

か 
4 

会議や各種プロジェクトを通じて業務改善及

び効率化の検討を行っている。システム活用や

運用ルールの見直し等を進め、業務負担軽減に

取り組んでいる。 

部署ごとの運用差を解消するため、業務改善事例の

共有及び標準化を進める。 

 

2-4 人事や賃金での処遇に関する制度は整備されているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

2-4-1 学校運営に必要な人材の確保と育成

が行われているか 

4 

教育活動及び学生支援を安定的に実施するた

め、必要な人材の確保に努めるとともに、研修

や OJTを通じた人材育成を行っている。また、

経験や専門性を活かした指導体制の構築にも

取り組んでいる。 

学校規模の拡大や学生の多様化に伴い、より高度な

専門性を持つ人材育成が求められている。今後も研

修機会の充実及び知識・経験の共有を進める。 

2-4-2 人事考課制度は整備されているか 

5 
法人の規程に基づく人事考課制度を整備して

おり、教職員の職務遂行状況や成果を踏まえた

評価を実施している。 

特になし 

2-4-3 昇進・昇格制度は整備されているか 

5 
法人規程に基づき昇進・昇格制度を整備してい

る。職務内容や能力、実績等を総合的に勘案し

た運用を行っている。 

特になし 

2-4-4 賃金制度は整備されているか 

5 
就業規則及び給与規程に基づき、賃金制度を整

備している。制度内容については教職員へ周知

し、適切に運用している。 

特になし 

2-4-5 採用制度は整備されているか 

5 
採用基準及び採用手続きを定め、公正かつ適切

な採用活動を実施している。必要な人材の確保

に向けて継続的な募集活動を行っている。 

特になし 

2-4-6 教職員の増減に関する情報を明確に 5 教職員数や配置状況について継続的に把握し 特になし 
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把握しているか ており、学生数や教育活動の状況に応じた人員

配置の検討を行っている。 

 

 

2-5 意思決定システムは確立されているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

2-5-1 意思決定システムは確立されている

か 
4 

学校運営に必要な意思決定プロセスを整備し、

会議体や決裁手続きを通じて適切な意思決定

を行っている。重要事項については関係部署と

の協議を経て決定している。 

学校運営のさらなる効率化に向け、意思決定プロセ

スの細分化及び情報共有の迅速化を継続して進め

る。 

2-5-2 意思決定プロセスのポイントとなる

仕組み(会議等)が制度化されているか 5 
教職員会議や各種委員会等を設置し、学校運営

に必要な協議及び情報共有を行う体制を整備

している。 

特になし 

2-5-3 意思決定の階層・権限等は明確か、

学校運営に必要な人材の確保と育成が行

われているか 
4 

組織体制及び職務権限を明確に定め、責任の所

在を明らかにした運営を行っている。各担当者

が権限に応じた業務遂行を行える体制を整備

している。 

組織変更や業務拡大に対応しながら、権限及び責任

範囲のさらなる明確化を進める。 

 

2-6 情報システム化等による業務の効率化が図られているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

2-6-1 業務効率化を図る情報システム化が

なされているか 

4 

学生管理や情報共有において各種システムを

活用し、業務効率化を進めている。また、クラ

ウドサービスやオンラインツールを活用し、教

職員間の情報共有及び業務改善を推進してい

る。 

ツールの利用頻度や活用度合いには個人差が見られ

るため、活用マニュアル等を作成し無理なく全職員

に浸透するよう推進 
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基準 3 学生支援 
  * 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

3-1 学生支援 

点検項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

3-1-1 学生支援計画を策定し、支援体制を整
備しているか 

5 

学生が安心して学習に取り組めるよう、学習面・生

活面・進路面を含めた学生支援体制を整備している。

担任、副担任、キャリアセンター、事務局等が連携

し、学生一人ひとりの状況に応じた支援を行ってい

る。 

特になし 

3-1-2 生活指導責任者が特定され、その職務

内容及び責任と権限を明確に定めている。

担当者が複数名の場合は、責任者が特定さ

れ、それぞれの責任と権限を明確化してい

る。また、これらの者を学生及び教職員に

周知しているか 

5 

学生指導に関する担当者及び責任者を定め、生活指

導に関する役割分担を明確化している。また、学生

支援に必要な情報については教職員間で共有を行っ

ている。 

特になし 

3-1-3 日本社会を理解し、適応するための取

組を行っているか 
5 

留学生が日本社会で円滑に生活できるよう、生活指

導や進路指導を通じて日本の法令や社会ルール、文

化的背景等について継続的な指導を行っている。ま

た地域活動や企業との交流機会も活用している。 

特になし 

3-1-4 留学生活に関するオリエンテーショ

ンを入学直後に実施し、また、在籍者全員

を対象に定期的に実施しているか 
5 

専門学科・日本語学科いずれの学生に対しても実施

している。また、新入生オリエンテーションに加え、

在籍学生に対しても在留管理や生活指導、安全管理

等に関する指導を定期的に実施している。 

特になし 

3-1-5 アルバイトに関する指導及び支援を

行っているか 

3 

資格外活動許可制度や就労時間制限について指導を

行うとともに、法令遵守の重要性について継続的な

啓発を実施している。 

指導や支援を全学生に手厚く行ったが、学生

の急増に伴い学生の資格外活動の情報把握に

時間を要してしまった。2026年度は学校全体

で学生の情報把握と資格外活動の指導を行っ

ていく。 

3-1-6 対象となる学生全員が国民健康保険

に加入しているか 5 
入学時及び在籍期間中に加入状況を確認し、未加入

者に対しては速やかに加入指導を行っている。また

日本語学科新入生に対しては委任状を取り生活指導

特になし 
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担当者が代行して加入手続きを行っている。 

 

3-2 就職・進学指導などの進路支援に関する体制は整備され、有効に機能しているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

3-2-1 学生の就職・進学指導に関する体制

は整備され、有効に機能しているか、進路

指導担当者を特定しているか 
5 

キャリアセンター及び担任が連携し、進学・就職双

方に対応した進路支援体制を整備している。学生の

状況に応じた個別支援を実施している。 

特になし 

3-2-2 学生の希望する進路を把握、管理し

ているか 5 
面談や進路希望調査を通じて学生の希望進路を把

握し、進路指導に活用している。 

特になし 

3-2-3 進路に関する説明会を実施している

か 

 

5 
進学説明会、就職ガイダンス等を計画的に実施し、

学生が必要な情報を得られる機会を設けている。 

特になし 

3-2-4 進路に関する学生個別相談を実施し

ているか 5 
担任及びキャリア担当者による個別面談を継続的

に実施し、学生の希望や状況に応じた支援を行って

いる。 

特になし 

3-2-5 進路の具体的活動(出願指導・履歴書

の書き方など)に関する指導を実施してい

るか 
5 

担任及びキャリア担当者による個別面談を継続的

に実施し、学生の希望や状況に応じた支援を行って

いる。 

特になし 

3-2-6 進学に関する最新の資料、就職に関

する最新の求人情報、企業情報が備えら

れ、学生が閲覧できる状態にあるか 
5 

進学及び就職に関する情報を継続的に収集し、学生

が閲覧できる環境を整備している。 

特になし 

3-2-7 入学時から進路目的に合わせた進路

指導スケジュールが組まれ、適切に指導が

されているか 
5 

学年及び進路目標に応じた年間スケジュールを策

定し、計画的な進路指導を実施している。 

特になし 

3-2-8 学生の進路指導記録が適切に管理さ

れているか 4 

面談記録や進路指導記録を作成し、進路支援に活用

している。 

面談記録・活動記録などの記録方法の統一及び

情報共有のさらなる効率化を進め、支援の質向

上につなげる。 

3-2-9 卒業生の受験活動、就職活動の記録

が適切に管理され、在校生の進路指導に活

用されているか 
4 

卒業生の進路実績や活動記録を蓄積し、在校生への

進路指導に活用している。 

学生側からの活動報告に一部依存している部分

もあるので、今後は卒業生情報の継続的な収集

及び活用方法の充実を図る。 
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3-3 学生相談に関する体制は整備され、有効に機能しているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

3-3-1 学生相談に関する体制は整備され、

有効に機能しているか 
5 

担任、副担任、学生支援担当部署が連携し、学生相

談体制を整備している。学習面、生活面、進路面を

含めた幅広い相談に対応できる体制を構築し、早期

対応に努めている。 

特になし 

3-3-2 学生相談室を開設しているか 

4 

「相談室」としての開設はないが、学生が安心して

相談できる環境を整備している。必要に応じて個別

面談を実施し、プライバシーに配慮した相談対応を

行っている。また医療的な相談には専門職のカウン

セラーが対応にあたる環境を整備している。 

特になし 

3-3-3 留学生に対する学生相談体制は整備

され、有効に機能しているか 

 
5 

留学生特有の生活上・学習上の課題に対応できるよ

う、担任及び事務局が連携した相談体制を整備して

いる。また、多言語対応や必要に応じた外部機関と

の連携も行っている。 

特になし 

 

3-4 学生の経済的側面に対する支援が全体的に整備され、有効に機能しているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

3-4-1 学生の経済的側面に対する支援が全

体的に整備され、有効に機能しているか 
4 

学費相談や各種支援制度の案内を行い、経済的な事

情を抱える学生への支援に努めている。必要に応じ

て個別相談を実施している。 

学生の経済状況は多様であり、学生全員に対し

てそれぞれに 100％満足な（金銭的）支援が行

えるわけではない。学費の分納を許可するなど

して引き続き対応にあたっていく。 

3-4-2 奨学金制度が整備され、有効に機能

しているか 

 5 

民間の各種奨学金制度について学生へ周知を行い、

申請支援を実施している。対象学生が制度を活用で

きるよう継続的な情報提供を行っている。また学内

でも各種の奨励制度を設けている。 

特になし 

3-4-3 学費の分納制度等、学生を経済的に

支援する制度が整備され、有効に機能して

いるか 

 

5 
学費分納制度等を整備し、学生の状況に応じた柔軟

な対応を行っている。経済的理由による修学継続へ

の影響を軽減できるよう努めている。 

特になし 
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3-5 学生の健康管理を担う組織体制があり、有効に機能しているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

3-5-1 定期的に健康診断を行うなど学生の

健康面への支援体制はあるか 5 

定期健康診断を実施するとともに、健康管理に関す

る情報提供や指導を行っている。学生が安心して学

習を継続できる環境整備に努めている。 

特になし 

3-5-2 学生の健康管理を担う組織体制があ

り、有効に機能しているか 
5 

保健師を中心とした健康支援体制を整備し、教職員

との連携を図りながら学生の健康管理を行ってい

る。心身両面の不調に対する早期把握と支援に取り

組んでいる。 

特になし 

3-5-3 学生からの健康相談等に専門に応じ

る医師・看護師・専用カウンセラー等がい

るか 

 

4 
保健師による相談対応を実施するとともに、必要に

応じて医療機関や専門機関への紹介を行っている。

学生の状況に応じた支援体制の充実を図っている。 

支援ニーズが多様化している。多様化するニー

ズに対応するため、外部専門機関との連携強化

を継続して進める。 

 

3-6 課外活動に対する支援体制は整備され、有効に機能しているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

3-6-1 スポーツ等のクラブ活動、ボランテ

ィア活動その他、課外活動に対する支援体

制は整備され、有効に機能しているか 4 

学校行事や地域交流活動、ボランティア活動等への

参加については必要に応じて支援を行っているが、

留学生については余暇の時間はアルバイトへ行く

などで時間の捻出が難しいのが現状。 

特になし 

 

3-7 学生寮等、学生の生活環境への支援は行われているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

3-7-1 遠隔地出身者のための学生寮等、学

生の生活環境への支援は行われているか 3 

学生寮の運営及び生活支援を行い、学生が安心して

生活できる環境整備に努めている。生活上の相談に

も継続的に対応している。 

滞在者の増加と経年劣化による設備の故障が相

次いだ。2026年度以降計画的に修繕を行ってい

く。 
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3-8 保護者と適切に連携しているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

3-8-1 保護者と適切に連携しているか 

4 

必要に応じて保護者との情報共有や連絡を行い、学

生支援に活かしている。特に学習状況や生活状況に

課題が見られる場合には適切な連携を図っている。 

高等教育機関であり成年している学生も多く在

籍しているため、学生の個人情報にも細心の注

意を払わなければならない。そのため保護者へ

の情報開示や連携は必要な際のみ行っている。

学生の個人情報保護に配慮しながら、必要な連

携については行っていく。 

3-9 卒業生への支援体制はあるか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

3-9-1 同窓会が組織化され、活発な活動を

しているか 4 

卒業生とのネットワーク維持を目的として同窓会

活動を実施している。卒業生同士の交流や学校との

つながりを継続する取組を進めている。 

卒業生との接点をさらに増やし、活動の活性化

を図る。 

3-9-2 卒業生をフォローアップする体制が

整備され、有効に機能しているか 
4 

卒業後の進路状況把握や各種相談への対応を行い、

卒業生との関係維持に努めているが、留学生におい

て帰国などで活動の状況把握ができない部分もあ

る。 

卒業生情報の継続的な収集及び活用体制の強化

を進める。 

 

基準 4 教育環境 
* 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

4-1 施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

4-1-1 施設・設備は、教育上の必要性に十

分対応できるよう整備されているか 

 4 

教育活動に必要な教室、設備及び ICT 環境を整備

し、学生が安心して学習できる環境の維持に努めて

いる。学生数の増加に伴う施設利用状況の変化にも

対応しながら、教育活動への影響を最小限に抑える

運営を行った。 

学生数増加に伴う教室利用の逼迫が一部で見ら

れたため、施設利用の最適化を進めるとともに、

2026年度に予定している施設修繕・環境改善を

通じて教育環境の向上を図る。 
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4-1-2 施設・設備のメンテナンス体制が整

備され、有効に機能しているか 

 
3 

施設設備について定期的な点検及び修繕を実施し、

安全かつ快適な教育環境の維持に努めている。ま

た、不具合発生時には関係部署と連携し迅速な対応

を行っている。 

校舎設備の経年劣化に伴い、一部設備不具合が

発生した。今後は計画的な修繕及び予防保全を

強化し、安定した施設運営を行う。 

4-1-3 施設・設備の更新に関する計画を立

て、計画通りに更新しているか 
4 

施設設備の更新については優先順位を定めながら

計画的に実施している。また、学生数や教育内容の

変化に応じた設備更新についても検討を進めてい

る。 

施設の老朽化への対応を継続的に進める必要が

あるため、2026年度に予定している大規模修繕

を含めた中長期的な施設整備計画を推進する。 

4-1-4 教室内は、十分な照度があり、換気

がなされているとともに、語学教育を行う

のに必要な遮音性が確保されているか 
4 

教室環境については照明、空調及び換気設備の適切

な管理を行い、教育活動に必要な環境を維持してい

る。 

照明光度等、教室環境に対しての各種要件はク

リアしているが、一部設備の経年劣化が見られ

るため、修繕計画に基づき改善を進める。 

4-1-5 授業時間外に自習できるエリアを確

保しているか 3 
学生が自主学習を行えるスペースを設置し、授業外

学習を支援している。 

学生数増加に伴い、自習スペースへの需要が高

まっている。既存施設の活用方法を見直すとと

もに、学習環境の拡充を検討する。 

4-1-6 教育内容及び学生数に応じた図書や

メディアが整備され、常時利用可能である

か 
4 

教育活動に必要な図書・教材・電子資料等を整備し、

学生が利用できる環境を維持している。 

教育内容の変化や学生ニーズを踏まえた資料の

充実を継続的に行う。 

4-1-7 視聴覚教材や電子副教材等を利用し

た授業が可能な設備や教育用機器を整備

しているか 
4 

ICT機器及び視聴覚設備を整備し、授業において積

極的に活用している。オンライン教材や電子教材等

も教育活動に取り入れている。 

特になし 

4-1-8 教員及び職員の執務に必要なスペー

スを確保しているか 3 
既存施設を有効活用しながら教職員の執務環境を

維持している。 

教職員数及び学生数の増加に伴い執務スペース

が不足傾向にあるため、施設利用の見直し及び

環境改善を進める。 

4-1-9 同時に授業を受ける学生数に応じた

数のトイレを設置しているか 
5 

規定に基づく必要数を設置している。 特になし 

 

4-2 学外実習、インターンシップ、海外研修等について十分な教育体制を整備しているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

4-2-1 学外実習、インターンシップ、海外

研修等について外部の関係機関と連携し、

十分な教育体制を整備しているか 4 

企業や地域団体等との連携を通じて、学生が実践的

な学びを得られる機会の提供に努めている。また、

進路支援や教育活動との連携を図りながら教育効

果の向上に取り組んでいる。 

社会情勢や受入先の状況変化に対応しながら、

さらなる受入先の確保及び教育内容の充実を図

る。 
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4-2-2 学外実習、インターンシップ、海外

研修について、その実績を把握し教育効果

を確認しているか 

 

4 

実習報告書や振り返り等を通じて活動状況を把握

し、教育活動の改善に活用している。 

教育成果の可視化及び評価方法のさらなる充実

を進める。 

 

4-3 防災に対する体制は整備されているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

4-3-1 危機管理体制を整備しているか 

 重篤な疾病や傷害、感染症発生時の対応措

置を定めているか 
4 

災害、事故、感染症等を想定した危機管理体制を整

備し、各種規程や対応手順を定めている。また、緊

急時に備えた情報共有体制の整備を進めている。 

危機管理体制は整備されているものの、緊急時

における実際の運用や初動対応については継続

的な確認が必要である。訓練やシミュレーショ

ンを通じて実効性の向上を図る。 

4-3-2 災害を起こす可能性のある設備・機

器等の情報は十分に伝えられているか 4 
設備や機器の安全管理について教職員へ周知を行

い、必要な注意喚起を実施している。 

設備や機器に関する安全情報について、継続的

な周知及び注意喚起を行い、安全意識の向上を

図る。 

4-3-3 法令上必要な避難器具、消火器、誘

導灯等の設備を適切に備え、避難経路を適

切に表示しているか 
5 

消防法等の法令に基づき必要な設備を整備すると

ともに、定期点検を実施している。避難経路につい

ても校内へ表示し周知している。 

特になし 

4-3-4 廊下、階段等は、緊急時に危険のな

い形状であるか 4 
避難経路の確保及び安全な校内環境の維持に努め

ている。日常的な施設点検を行い、安全管理を実施

している。 

学生数増加に伴う利用状況の変化も踏まえなが

ら、継続的な安全確認及び環境改善を行う。 

4-3-5 実習時等の事故防止の体制は十分か 

4 
実習や校外活動において事前指導及び安全管理を

実施し、事故防止に努めている。また、必要に応じ

て受入先との情報共有を行っている。 

実習内容や活動環境の変化に対応するため、安

全管理に関する情報共有及び事故防止教育を継

続的に実施する。 

4-3-6 万が一の災害が起きた場合に備えた

保険等の処置は十分なものとなっている

か 

 

5 

各種保険制度を整備し、事故や災害等の発生時に適

切な対応が行える体制を整えている。また、必要な

手続きについても適切に管理している。 

特になし 

4-3-7 交通事故等の相談体制を整備してい

るか 
4 

交通事故や各種トラブル発生時に相談できる体制

を整備し、必要に応じて関係機関と連携して対応し

ている。 

相談体制は整備しているが、まずは学生に対し

て事故を起こさないようよう指導することが必

要である。現在も指導を行っているが今後も継

続的に啓蒙を行う。 

4-3-8 火災、地震、台風等の災害発生時の

避難方法、避難経路、避難場所等を定め、
4 

避難計画を策定し、定期的な避難訓練を実施してい

る。また、学生及び教職員の防災意識向上に努めて

訓練は実施しているものの、多国籍の学生が在

籍する本校においては、より実践的な訓練や情
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避難訓練を定期的に実施しているか いる。 報伝達方法の検証を継続して行う必要がある。 

4-3-9 気象警報発令時の措置を定め、教職

員及び学生に周知しているか 4 
気象警報発令時の対応基準を定め、教職員及び学生

へ周知している。また、緊急時には各種連絡手段を

活用し情報提供を行っている。 

緊急時に確実な情報伝達が行えるよう、連絡体

制の確認及び周知を継続して実施する。 

 

基準 5 財務 
  * 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

5-1 中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

5-1-1 中長期的に学校の財務基盤は安定し

ているといえるか 

 
5 

法人全体の経営方針に基づき、適切な財務管理を行

っている。収支状況及び財務状況を継続的に把握

し、安定的な学校運営に必要な財務基盤の維持に努

めている。 

特になし 

5-1-2 主要な財務数値に関する情報とその

推移を正確に把握しているか 

 
5 

主要な財務指標について継続的に把握し、経営判断

及び学校運営に活用している。また、必要に応じて

法人内で情報共有を行っている。 

特になし 

 

5-2 予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

5-2-1 年度予算、中期計画は、目的・目標

に照らして、有効かつ妥当なものとなって

いるか 

 

5 

学校運営方針及び教育目標に基づき年度予算及び

中期計画を策定している。また、学生数や教育活動

の状況を踏まえながら適切な予算編成を行ってい

る。 

特になし 

5-2-2 予算は計画に従って妥当に執行され

ているか 

 
5 

予算執行については関係規程に基づき適切に管理

している。定期的な確認を行いながら計画的な執行

に努めている。 

特になし 
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5-3 財務について会計監査が適正におこなわれているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

5-3-1 財務について会計監査が適正におこ

なわれているか 

 
5 

関係法令及び法人規程に基づき、適切に会計監査を

実施している。また、監査結果について必要な改善

対応を行っている。 

特になし 

5-3-2 会計監査を受ける側・実施する側の

責任体制、監査の実施スケジュールは妥当

なものか 

 

5 

監査体制及び実施スケジュールを整備し、適切な運

用を行っている。監査に必要な資料整備及び情報提

供についても適切に対応している。 

特になし 

 

5-4 財務情報公開の体制整備はできているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

5-4-1 私立学校法における財務情報公開の

体制整備はできているか 5 

私立学校法その他関係法令に基づき、財務情報公開

に必要な体制を整備している。情報公開請求等にも

適切に対応できる体制を維持している。 

特になし 

5-4-2 私立学校法における財務情報公開の

形式は考えられているか 

 

5 
関係法令に基づき、適切な形式及び手続きにより財

務情報を管理・公開している。 

特になし 
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基準 6 法令等の遵守 
* 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

6-1 法令、設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

6-1-1 法令や専修学校設置基準等が遵守さ

れ、適正な運営がなされているか 

 
5 

学校教育法、専修学校設置基準、出入国管理及び難

民認定法その他関係法令を遵守し、適正な学校運営

を行っている。また、認定日本語教育機関制度への

対応を通じて法令遵守体制の強化を図った。 

特になし 

6-1-2 法令や専修学校設置基準等の遵守に

関して、教職員・学生等に対する啓発活動

を実施しているか 

 

5 

教職員会議や各種オリエンテーションを通じて法

令遵守に関する周知を行っている。また、学生に対

しても在留資格や資格外活動等に関する指導を実

施している。 

法令改正や制度変更に遅滞なく対応できるよ

う、継続的な研修及び情報共有を実施する。 

6-1-3 法令遵守に関する担当者を特定して

いるか 
5 

関係法令への対応を担う担当者を配置し、関係部署

と連携しながら適切な運営を行っている。 

特になし 

6-1-4 教職員のコンプライアンス意識を高

めるための取組を行っているか 
4 

法令遵守や個人情報保護等に関する情報共有を行

い、コンプライアンス意識の向上に努めている。 

継続的な研修や事例共有を通じて、更なる意識

向上を図る。 

6-1-5 文部科学省、地方出入国在留管理庁、

その他関係官公庁等への届出、報告を遅滞

なく行っているか 
5 

関係行政機関への各種届出及び報告については、期

限を遵守し適切に実施している。 

特になし 

 

6-2 入国・在留に関する指導及び支援 

点検項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

6-2-1 入管事務担当者を特定し、その職務

内容及び責任と権限を明確に定めている

か 
5 

入管事務担当者を配置し、役割及び責任範囲を明

確にしたうえで業務を実施している。 

特になし 

6-2-2 担当者は、研修受講等により最新、

かつ、適切な情報取得を継続的に行ってい

るか 
5 

行政機関や関係団体が実施する研修等へ参加し、

制度改正や運用変更に関する最新情報の収集を行

っている。 

特になし 

6-2-3 地方出入国在留管理庁により認めら

れた申請等取次者を配置しているか 
5 

地方出入国在留管理局の承認を受けた申請等取次

者を 4 名配置し、適切な在留管理業務を実施して

特になし 
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いる。 

6-2-4 入管法上の留意点について学生への

伝達、指導等を定期的に行っているか 5 
オリエンテーションやホームルーム等を通じて、

在留資格や資格外活動に関する指導を継続的に実

施している。 

特になし 

6-2-5 在留に関する学生の最新情報を正確

に把握しているか 
5 

在留カード情報や住所情報等を適切に管理し、学

生の状況把握に努めている。 

特になし 

6-2-6 在留上、問題のある学生への個別指

導を行っているか 5 
問題が見られる学生に対しては個別面談を実施

し、必要に応じて保護者や関係機関とも連携しな

がら指導を行っている。 

特になし 

6-2-7 不法残留者、資格外活動違反者、犯

罪関与者等を発生させないための取組を

継続的に行っているか 
4 

出席管理及び生活指導を継続的に実施し、不法残

留等の防止に努めている。 

属人的な管理や情報取得ではなく、学生数増加

にも耐えられる学生管理方法を継続的に検討し

ていく。 

6-2-8 不法残留者、資格外活動違反者及び

犯罪関与者を発生させていないか 
5 

在留管理及び学生指導を適切に行い、不法残留者

等の発生防止に努めている。 

特になし 

 

6-3 個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

6-3-1 個人情報保護のための対策をとって

いるか 5 
法人規程に基づき個人情報保護体制を整備し、適切

な管理を行っている。 

特になし 

6-3-2 志願者、学生や卒業生および教職員

等学校が保有する個人情報に関し、その保

護のための対策がとられているか 

 

5 
個人情報の取得・利用・保管について適切な運用を

行い、情報漏えい防止に努めている。 

特になし 

6-3-3 個人情報に関して、教職員・学生等

に対する啓発活動を実施しているか 

 

 

4 
個人情報保護に関する注意喚起や情報共有を実施

し、教職員の意識向上に努めている。 

継続的な研修や事例共有を通じて理解促進を図

る。 

 

6-4 自己点検・自己評価の実施と問題点の改善に努めているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

6-4-1 自己点検・自己評価を定期的に実施

し、問題点の改善に努めているか 

 

5 
毎年度自己点検・自己評価を実施し、学校運営及び

教育活動の改善につなげている。 

特になし 
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6-4-2 自己点検・自己評価に関する方針は

確立されているか 

 

5 
自己点検・自己評価の実施方針を定め、継続的な改

善活動に取り組んでいる。 

特になし 

6-4-3 自己点検・自己評価に関する方針は

関係者に対して正確に伝わっているか 

 

4 
自己点検の目的や実施内容について教職員へ周知

し、評価活動への参加を促している。 

自己点検結果の活用方法や改善への反映につい

て、さらなる共有を進める。 

 

6-5 自己点検・自己評価結果の公開はしているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

6-5-1 自己点検・自己評価結果は公開して

いるか 

 

5 
学校ホームページ等を通じて自己点検・自己評価結

果を公開している。 

特になし 

6-5-2 自己点検・自己評価結果の公開に関

する方針は確立されているか 

 

5 
情報公開に関する方針を定め、適切な運用を行って

いる。 

特になし 

6-5-3 自己点検・自己評価結果の公開に関

する方針は関係者に対して正確に伝わっ

ているか 

 

4 
公開方針について関係者への周知を行っている。 公開情報の活用促進及び周知方法の改善を継続

する。 

 

基準 7 社会貢献 
* 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

7-1 学校の教育資源や施設を活用した社会貢献を行っているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

7-1-1 広く教育機関、企業・団体、および

地域との連携・交流を図っているか 

 

5 
地域自治体、企業、教育機関等との連携を積極的に

行い、教育活動及び学生支援に活用している。 

特になし 

7-1-2 学校の資源を活用し、生涯学習事業

や附帯教育事業を行っているか 

 

3 
学校の教育資源を活用しながら地域社会との連携

を模索しているが、活用には至れていない。 

地域ニーズを踏まえた活動内容のさらなる充実

を図る。 

7-1-3 学校の施設・設備を開放するなど、

地域社会と連携しているか 

 

3 
英語検定での教室貸し出しやトイレ貸し出しを通

じて地域との連携を図っている。 

施設利用の在り方について地域ニーズを踏まえ

継続的に検討する。 

7-1-4 諸外国の学校などと連携し、留学生

の相互の受け入れ、共同研究・開発を行っ

ているか 

 

5 
海外教育機関との交流及び留学生受入れを通じて

国際交流を推進している。 

特になし 
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7-1-5 重要な社会問題について、学生や教

職員に対し啓蒙活動を行っているか 

 

4 
授業や学生指導を通じて社会的課題への理解促進

を図っている。 

継続的な啓発活動及び情報発信を行う。 

7-1-6 学校として重要な社会問題に具体的

に取り組んでいるか 

 

4 
多文化共生や地域活性化等、本校の特色を活かした

取組を実施している。 

地域社会への活動成果の可視化及び発信強化を

図る。 

7-1-7 地域の活性化、国際化に寄与する社

会貢献・地域連携を行っているか 
4 

地域行事への参加や国際交流活動を通じて、地域活

性化及び国際化に貢献している。 

特になし 

7-2 学生のボランティア活動を奨励、支援しているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

7-2-1 学生ボランティア活動への支援を行

っているか 

4 

地域団体や自治体等と連携し、地域イベントや交流

活動等への参加機会を提供している。また、学生が

地域社会との関わりを持つことの意義について指

導を行っている。 

留学生の多くは学業とアルバイトを両立してお

り、ボランティア活動へ参加できる時間的余裕

が限られている。今後は学生の実情に配慮しな

がら、無理のない形で地域との交流機会を提供

していく。 

7-2-2 学生のボランティア活動の状況を把

握しているか 

 

4 

学校を通じて実施する地域交流活動やボランティ

ア活動については参加状況を把握し、活動実績の管

理を行っている。 

学生個人による活動状況の把握には限界がある

ため、学校として把握可能な範囲で活動実績の

蓄積及び共有を行う。 

 

総括 課題及び改善内容 

2025年度は、学校全体での学生数の増加及び認定日本語教育機関制度への

対応など、本校を取り巻く環境が大きく変化した一年であった。 

2025年度は教育理念及び教育目標に基づき、専門課程及び日本語学科双方

において教育活動、学生支援、進路支援及び地域連携を継続的に推進した。

特に専門課程においては企業連携やキャリア支援、日本語学科においては認

定日本語教育機関として求められる教育体制整備を進め、それぞれの特色を

活かした教育活動を実施することができた。 

また、学生支援、進路支援及び在留管理については、教職員が連携しなが

ら対応を行い、多様な国籍・背景を持つ学生が安心して学ぶことのできる環

境づくりに努めた。 

一方で、学生数の増加に伴い、在籍管理や生活指導においては従来の個別

対応・人的管理を中心とした運営手法だけでは十分な対応が難しくなる場面

も見られた。実際に一部の問題事案も発生しており、学生支援及び在籍管理

体制のさらなる強化が必要であることが明らかとなった。 

2026 年度は、急速な学生数増加により顕在化した課題への対応を重点事項

とする。 

在籍管理及び学生指導については、従来の人的対応に依存した管理体制から

脱却し、デジタルツールやデータ活用を推進することで、より早期に問題を発

見し対応できる仕組みづくりを進める。出席状況、学習状況、生活指導履歴、

資格外活動状況等を総合的に把握できる体制を整備し、学生数増加後も安定し

た学生支援及び在籍管理が行える学校運営を目指す。 

施設設備面では、大規模修繕計画を着実に実施し、教室環境、自習スペース、

学生寮及び教職員執務環境の改善を進める。学生及び教職員双方が安心して学

び、働くことができる環境整備を継続的に行う。 

組織運営面では、意思決定プロセスやエスカレーションルールの明確化、業

務の標準化及び可視化を推進し、組織規模拡大後も円滑な学校運営が行える体

制を構築する。 

また、防災及び危機管理体制については、規程整備だけでなく訓練やシミュレ
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加えて、学生数の増加に伴い、施設設備の不足や校舎老朽化による課題が

顕在化した一年でもあった。校舎設備の不具合や教室利用率 100％による自

習スペース不足等については教職員だけでなく学生からも改善を求める声が

寄せられており、教育環境の維持・向上に向けた対応の必要性が明らかとな

った。 

さらに、組織規模の拡大に伴い、情報共有や意思決定プロセス、業務の標

準化など組織運営上の課題も見られた。 

総じて 2025年度は、学校規模の拡大と制度変更への対応を進めながら教育

及び学生支援の質を維持し、次の成長段階へ向けた基盤整備を進めた一年で

あったと評価できる。 

ーションを通じて実効性を高めるとともに、専門課程・日本語学科双方におい

て教育品質向上に向けた継続的な改善を進めていく。 
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基準 8 教育活動 
* 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

8-1 各学科の教育目標、育成人材像は、その学科に対応する業界の人材ニーズに向けて正しく方向付けられているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

8-1-1 各学科の教育目標、育成人材像は、

その学科に対応する業界の人材ニーズに

向けて正しく方向付けられているか 5 

各学科において教育目標及び育成人材像を明確

に定め、業界や地域社会のニーズを踏まえた教

育活動を実施している。また、就職支援や資格

取得支援とも連動しながら人材育成を行ってい

る。 

特になし 

 

8-2 各学科の教育目標、育成人材像を構成する知識、技術、人間性等は、業界の人材ニーズレベルに照らして、また学科の教育期間を

勘案して、到達することが可能なレベルとして、明確に定められているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

8-2-1 各学科の教育目標、育成人材像を養

成する知識、技術、人間性等は、業界の人

材ニーズレベルに照らして、また学科の教

育期間を勘案して、到達することが可能な

レベルとして、明確に定められているか 

 

4 

教育目標を達成するために必要な知識・技能・

人間性を整理し、教育課程へ反映している。ま

た、資格取得及び就職に必要な内容を踏まえた

教育を実施している。 

社会や業界の変化が加速していることから、教育内

容について継続的な見直しを行い、時代のニーズに

対応した教育を推進する。 

 

8-3 カリキュラムは体系的に編成されているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

8-3-1 学科のカリキュラムは、目標達成に

向け十分な内容でかつ体系的に編成され

ているか 

 

4 

教育目標達成に向けたカリキュラムを体系的に

編成し、段階的な学習ができるよう構成してい

る。 

 
学生の多様化及び業界ニーズの変化を踏まえ、継続

的な改善を進める。 

8-3-2 カリキュラムの内容について、業界

など外部者の意見を反映しているか 

 

4 
企業や関係機関との連携を通じて、業界動向や

現場ニーズを教育内容へ反映している。 

より多くの外部意見を取り入れられるよう産学連

携を強化する。 
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8-3-3 カリキュラムを編成する体制は明確

になっているか 

 

5 
カリキュラム編成に関する責任体制及び検討体

制を整備している。 

特になし 

8-3-4 カリキュラムを定期的に見直してい

るか 

 

4 
教育成果や社会情勢を踏まえ、カリキュラムの

見直しを継続的に行っている。 

AIや DX等の新しい技術変化への対応を継続して進

める。 

 

8-4 学科の各科目は、カリキュラムの中で適正な位置づけをされているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

8-4-1 学科の各科目は、カリキュラムの中

で適正な位置付けをされているか 

 

5 
各科目は教育目標に基づき適切に配置されてい

る。 

特になし 

8-4-2 各科目の指導内容、方法等を示した

シラバスが作成されているか 

 

5 
各科目において授業内容及び到達目標を示した

シラバスを作成している。 

特になし 

8-4-3 各科目の一コマの授業について、そ

の授業シラバスが作成されているか 

 

5 
授業計画を作成し教育活動を実施している。 特になし 

 

8-5 授業評価の実施･評価体制はあるか 

点検小項目 評価 評価 現状・具体的な取り組み 

8-5-1 学生による授業評価を実施している

か 
5 

学生による授業評価を実施し、教育改善に活用

している。 

特になし 

8-5-2 授業内容の設計や教授法等の現状に

ついて、その適否につき学科や学校として

把握・評価する体制があるか 

 

4 
授業評価結果や教育成果を確認しながら授業改

善を進めている。 

評価結果のさらなる活用及び授業改善への反映を

進める。 

 

8-6 育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確保しているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

8-6-1 学科の育成目標に向け授業を行うこ

とができる要件（専門性・人間性・教授力・

必要資格等）を備えた教員を確保している

か 

 

4 

教育目標達成に必要な教員を配置している。 専門性や本校の特色を維持しながら次世代教員育

成を進める必要がある。 
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8-6-2 教員の専門性レベルは、業界レベル

に十分対応しているか 
4 

十分に対応している。 業界変化に対応できるよう継続的な知識更新を行

う。 

8-6-3 教員の専門性を適宜把握し、評価し

ているか 
4 

教員の専門性を把握し、担当科目配置へ反映し

ている。 

専門性評価の可視化及び育成計画の整備を進める。 

8-6-4 教員の専門性を向上させる研修を行

っているか 

 

4 
内部で研修機会を設け教員の専門性向上を支援

している。 

体系的な研修制度及び知識共有の仕組みについて

さらなる整備を進める。 

8-6-5 教員の教授力(インストラクション

スキル)を適宜把握し、評価しているか 

 

4 
授業見学や学生評価等を活用し教員の教育力把

握に努めている。 

教育力評価手法の充実を図る。 

8-6-6 教員の教授力(インストラクション

スキル)を向上させる研修を行っているか 

 

4 
授業改善や情報共有を通じて教育力向上に取り

組んでいる。 

教員研修及び授業研究の機会を増やし、組織的な教

育力向上を進める。 

8-6-7 教員間(非常勤講師も含めて)で適切

に協業しているか 

 
4 

常勤教員間で情報共有及び連携を行っている。 

また非常勤講師との連携を図りながら教育活動

を実施している。 

組織拡大に伴いさらなる情報共有強化を図る。 

8-6-8 非常勤講師間で適切に協業している

か 

 

4 
必要に応じて適切に協業している 特になし 

8-6-9 非常勤講師の採用基準は明確か 

 5 
非常勤講師の採用にあたり必要な基準を設け運

用している。 

特になし 

 

8-7 成績評価・単位認定の基準は明確になっているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

8-7-1 成績評価・単位認定の基準は明確に

なっているか 

 

5 
成績評価及び単位認定基準を明確に定め運用し

ている。 

特になし 

8-7-2 他の高等教育機関との間の単位互換

に関する明確な基準があるか 

 

5 
単位互換制度について関係規程に基づき運用し

ている。 

特になし 

 

8-8 資格取得の指導体制はあるか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

8-8-1 目標とする資格はカリキュラムの上

で明確に定められているか 

 

5 
教育目標に応じた資格を設定し、教育課程へ位

置付けている。 

特になし 
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8-8-2 目標とする資格の取得をサポートで

きる教育内容になっているか 

 

4 
資格取得支援を実施し、学生の学習意欲向上及

び進路実現につなげている。 

学生の学力差・語学力差や目標の多様化に対応した

支援体制の充実を図る。 

 

基準 9 教育成果 
* 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

9-1 就職率(卒業者就職率・求職者就職率・就職率)の向上が図られているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

9-1-1 就職率(卒業者就職率・求職者就職

率・就職率)の向上が図られているか 

 5 

担任及び進路担当者が連携し、学生一人ひとり

の希望進路に応じた支援を実施している。また、

企業との連携や求人開拓を継続し、就職率は近

年高水準を維持できている。 

特になし 

9-1-2 就職成果とその推移に関する情報を

明確に把握しているか 

 

5 
就職状況について継続的に集計・分析を行い、

進路指導及び教育活動の改善に活用している。 

特になし 

 

9-2 資格取得率の向上が図られているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

9-2-1 資格取得率の向上が図られているか 

 4 
各学科の教育目標に応じた資格取得支援を実施

し、授業及び補講等を通じて学生の学習支援を

行っている。 

学生の学力（語学力）や学習意欲に差があるため、

個別支援及び学習サポート体制の充実を図る。 

9-2-2 資格取得者数とその推移に関する情

報を明確に把握しているか 

 
5 

資格取得実績を継続的に把握し、教育成果の検

証及び改善に活用している。 

特になし 

9-3 退学率の低減が図られているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

9-3-1 退学率の低減が図られているか 

 
4 

担任面談や学生支援体制を通じて、早期の課題

発見及び退学防止に取り組んでいる。また、学

留学生を含む多様な学生が在籍しており、経済的事

情や進路変更等による退学リスクへの対応が課題
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習面・生活面・進路面の支援を継続的に実施し

ている。 

である。関係部署との連携を強化し、早期支援を継

続する。 

9-3-2 入退学者数とその推移に関する情報

を明確に把握しているか 

 
5 

退学理由及び退学者数について継続的に把握

し、学生支援及び学校運営の改善に活用してい

る。 

特になし 

 

9-4 卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

9-4-1 卒業生・在校生の社会的活躍及び評

価を把握しているか 

 
4 

卒業生との連絡や企業からの評価等を通じて、

卒業生及び在校生の活躍状況の把握に努めてい

る。 

卒業生追跡及び情報収集について、より継続的な仕

組みづくりを進める。 

9-4-2 卒業生の例として特筆すべきものを

記述できるか 

 
4 

卒業生の活躍事例を把握し、在校生への進路指

導や広報活動へ活用している。 

卒業生ネットワークの強化及び情報収集体制の充

実を図る。 

9-4-3 在学生や卒業生の作品や発表が、外

部のコンテスト等で評価されたか 

 
4 

一部の学科において外部発表や地域連携活動を

実施しているが表彰等には至っていない。 

学科横断的な発表機会及び外部評価を受ける機会

の拡充を図る。 

9-4-4 在学生や卒業生の作品や発表が、外

部のコンテスト等で評価された例として

特筆すべきものを記述できるか。 

 

4 

学科によっては外部機関との連携や成果発表を

実施している。 

外部コンテストや発表機会への参加促進を図り、教

育成果の社会的発信を強化する。 

 

基準 10 入学者の募集と選考 
* 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

10-1 学生募集活動は、適正に行われているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

10-1-1 学生募集活動は、適正に行われてい

るか 

 
5 

オープンキャンパス、学校説明会、高校訪問、広報

媒体等を活用し、志願者に対する適切な情報提供を

行っている。また、学科の特色や教育内容を分かり

特になし 
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やすく発信し、適正な募集活動を実施している。 

10-1-2 学校案内等は、志望者・保護者等の

立場に立った分かり易いものとなってい

るか 
4 

学校案内やホームページ等を通じて教育内容、進路

実績及び学生生活に関する情報を発信している。 

志願者の情報収集手段が多様化しているため、

デジタル媒体を含めた情報発信のさらなる充実

を図る。 

10-1-3 志望者等の問い合わせ・相談に対応

する体制があるか 

 
5 

募集担当者を中心に問い合わせ対応体制を整備し、

志願者及び保護者からの相談へ迅速かつ丁寧に対

応している。 

特になし 

10-1-4 募集定員を満たす募集活動となっ

ているか 

 
5 

各学科の定員充足を目標として募集活動を実施し、

入学定員を満たす成果があげられている。また、教

育成果や就職実績を活用した広報活動を推進して

いる。 

定員充足だけでなく、学科とのマッチングを重

視した募集活動を継続する。 

 

10-2 学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

10-2-1 学生募集において、就職実績、資格

取得実績、卒業生の活躍等の教育成果は正

確に伝えられているか 
5 

就職実績、資格取得実績及び卒業生の活躍等につい

て、根拠に基づいた情報発信を行い、教育成果を過

不足なく適切に伝えている。 

特になし 

10-2-2 卒業生の活躍の教育成果が学生募

集に貢献したかどうか正しく認識する根

拠を持っているか 

 

4 
オープンキャンパスやアンケート等を通じて志願

理由や申込経路の把握を行い、広報活動の改善に活

用している。 

教育成果と募集成果の関連性について、より詳

細な分析及び検証を進める。 

 

 

10-3 入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

10-3-1 入学選考は、適正かつ公平な基準に

基づき行われているか 

 

5 
募集要項に基づき、公平かつ適正な基準により入学

選考を実施している。また、選考結果についても適

切な管理を行っている。 

特になし 

10-3-2 入学選考に関する情報とその推移

を学科ごとに正確に把握しているか 

 

5 
志願者数、受験者数、合格者数及び入学者数等につ

いて継続的に把握し、募集戦略の検討に活用してい

る。 

特になし 
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10-4 学納金は妥当なものとなっているか 

点検小項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

10-4-1 学納金は、教育内容、学生および保

護者の負担感等を考慮し、妥当なものとな

っているか 

 

5 

教育内容及び学生支援体制を踏まえ、学納金を設定

しており、妥当である。また、分納制度等を整備し、

学生の修学継続を支援している。 

金額は妥当であると考えるが、物価上昇や経済

状況の変化を踏まえ、学生及び保護者の負担感

と教育の質の維持との両立について継続的に検

討する。 

10-4-2 学納金に関する情報とその推移を

学科ごとに正確に把握しているか 

 

5 
学納金に関する情報を適切に管理し、必要に応じて

分析及び見直しを行っている。 

特になし 

 

総括 課題及び改善内容 

専門課程においては、企業連携やキャリア支援を中心とした実践的な教育

活動を継続的に実施し、教育目標に基づくカリキュラム運営及び進路支援体

制の充実を図った。 

就職支援については、キャリアセンターと担任が連携しながら個別支援を

行い、学生一人ひとりの希望進路実現に向けた指導を実施した。また、教育

目標、育成人材像及びカリキュラムについても業界ニーズを踏まえながら継

続的な見直しを行っている。 

一方で、学生数の増加や教育内容の高度化に伴い、教育品質の均質化に関

する課題も見られた。一部の授業や担当教員に対して学生から改善を求める

意見が寄せられており、教員ごとの指導力や授業運営力に差が生じているこ

とも課題として認識している。 

教育内容や進路支援については高い評価を維持している一方で、今後は教

育品質を組織として安定的に担保する仕組みづくりが求められている。 

総じて、専門課程は実践的な教育及び進路支援において高い水準を維持し

ているが、今後は教員育成及び授業品質管理を通じて、より安定した教育提

供体制を構築していく段階にあると評価できる。 

今後は、教育内容の改善に加え、教育品質を安定的に維持するための仕組み

づくりを重点的に進める。 

授業評価結果や学生からの意見を積極的に活用し、授業設計、指導方法及び

学習支援体制の改善につなげる。また、専任・非常勤を問わず教員研修や情報

共有の機会を充実させ、教育品質の均質化を図る。 

さらに、卒業生情報や就職実績の分析を進めるとともに、AIや DXなど社会

環境の変化を踏まえた教育内容の見直しを継続し、企業や地域社会から求めら

れる人材育成を推進していく。 

 

 
 

 

 

 

 



 

30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 部 日本語学科 自己点検自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

31 

基準１1 教育理念・教育活動 
* 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

11-1 理念・教育目標 

点検項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

11-1-1 認定日本語教育機関としての目的・

パーパス、理念・ミッション、目標・ビジ

ョン、教育目標が明確に定められているか 5 

明確に定められている。認定日本語教育機関制度へ

の対応を進める中で、学校の理念、教育目標及び育

成人材像を整理し、教育活動全体へ反映している。

また、教職員間での共有を図り、教育方針の統一に

努めている。 

特になし 

 

11-2 学校運営 

点検項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

11-2-1 認定日本語教育機関の認定基準に

適合しているか 
5 

認定日本語教育機関制度への対応を進め、必要な

体制整備及び規程整備を実施した。 

制度運用開始後も継続的な見直しを行い、認定

基準への適合維持及び教育の質向上を図る。 

11-2-2 外部からの情報収集が効率的に行

われ、かつ、共有化する仕組みがあるか 4 
関係機関や業界団体からの情報収集を行い、教職

員への共有を実施している。 

制度改正や認定制度に関する情報量が増加して

いるため、情報共有の効率化及び組織的な知識

蓄積を進める。 

11-2-3 学生、入学志願者及び経費支弁者に

対して、理解できる言語で情報共有を行っ

ているか 
5 

多国籍の学生に配慮し、多言語による情報提供及

び説明を行っている。 

国籍の多様化に対応するため、情報発信方法の

継続的な改善を行う。 

 

11-3 教育活動の計画 

点検項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

11-3-1 目的、理念、目標、教育目標に合致

した教育課程を設定しているか 
5 

教育理念及び教育目標に基づき教育課程を編成

している。 

特になし 

11-3-2 教育目標達成に向けたカリキュラ

ムを日本語教育の参照枠を参考に編成し

ているか 
5 

日本語教育の参照枠等を参考にしながら教育内

容の見直しを進めた。 

特になし 
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11-3-3 教育目標に合致した到達目標、学習

目標に対応した教育内容を適切かつ体系

的に定めているか 
4 

到達目標及び学習目標を定め、段階的な学習がで

きるよう教育内容を整理している。 

学習者の多様化に対応した教育内容の改善を継

続する。 

11-3-4 補助教材、生教材を使用する場合は

出典を明らかにするとともに、著作権法に

留意しているか 

注：教材等の著作物（電子媒体を含む）の複

製について著作権法上の制限事項・禁止事

項を教員及び学生に伝えなければならな

い 

5 

教材利用及び著作権に関するルールを定め、適切

な運用を行っている。 

特になし 

11-3-5 教育内容及び教育方法について教

員間で共通理解が得られているか 4 
教務会議等を通じて教育内容及び教育方針の共

有を行っている。 

非常勤講師を含めた教育方針共有をさらに強化

する。 

11-3-6 教員の能力、経験等を勘案し、適切

な教員配置を行っているか 4 
教員の経験及び専門性を考慮した授業配置を行

っている。 

認定制度で求められる教育品質の均質化を進め

る。 

11-3-7 日本語学習及び教授に関するベス

ト・プラクティス及び最新の研究を考慮し

ているか 
4 

日本語教育に関する研究動向及び実践事例の共

有を行っている。 

教員研修及びベストプラクティス共有の仕組み

をさらに充実させる。 

 

11-4 教育活動の実施 

点検項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

11-4-1 授業開始までに学生の日本語能力

を試験等により判定し、適切なクラス編成

を行っているか 
5 

入学時に日本語能力を把握し、適切なクラス編成

を行っている。また４半期ごとにクラス体制の見

直しも行っている。 

特になし 

11-4-2 教員に対して、担当するクラスの学

生の学習目的、編成試験の結果、学習歴そ

の他指導に必要な情報を伝達しているか 
5 

担当教員へ必要な学生情報を共有し、適切な指導

ができる体制を整えている。 

特になし 

11-4-3 開示されたシラバスによって授業

を行っているか 
5 

開示されたシラバスに基づく授業運営を実施し

ている。 

特になし 

11-4-4 授業記録簿及び出席簿を備え、正確

に記録しているか 
5 

授業記録及び出席管理を適切に実施している。 特になし 

11-4-5 理解度、到達度の確認を実施期間中

に適切に行っているか 
4 

理解度確認や到達度確認を実施し、学習支援へ活

用している。 

学習者ごとの到達度分析をさらに充実させる。 
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11-4-6 学生の自己評価を把握しているか 
4 

学習者アンケートや面談等を通じて自己評価を把

握している。 

自己評価結果の活用方法について継続的に改善

を行う。 

11-4-7 個別学習指導等の学習支援担当者

が特定され、適切な指導・支援を行ってい

るか 
5 

学習支援担当者を中心に個別支援を実施してい

る。 

特になし 

11-4-8 特定の支援を必要とする学習者に

対して、その分野の専門家の助言を受けて

いるか 
4 

必要に応じて外部専門機関や学校カウンセラーと

も連携しながら支援を実施している。 

教員間での支援事例の蓄積及び共有（ただし個

人情報以外）を進める。 

 

 

11-5 成績判定と授業評価 

点検項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

11-5-1 成績判定基準及び判定方法が明確

に定められ、適切に行われている。また判

定基準と方法を開示しているか 
5 

成績判定基準及び判定方法を明確に定め、シラバ

ス等を通じて学生へ周知している。また、基準に

基づいた適切な成績評価を実施している。 

特になし 

11-5-2 成績判定結果を的確に学生に伝え

ているか 
5 

成績評価結果について学生へ適切にフィードバッ

クを行い、学習改善につなげている。 

特になし 

11-5-3 成績判定基準及び判定方法の妥当

性を定期的に検証しているか 4 
教育目標や到達目標との整合性を確認しながら、

成績評価方法の見直しを行っている。 

認定日本語教育機関制度や日本語教育の参照枠

等を踏まえ、今後も評価基準の継続的な改善を

行う。 

11-5-4 学校管理者による授業評価を定期

的に実施しているか 
4 

授業観察及び授業評価を実施し、教育品質の維持

向上に努めている。 

評価結果を教員育成へより効果的に活用できる

仕組みづくりを進める。 

11-5-5 学校管理者による授業評価体制、評

価方法及び評価基準が適切であるか 4 
授業評価基準を定め、一定の客観性を確保した評

価を実施している。 

教員間での認識共有及び評価基準のさらなる明

確化を進める。 

11-5-6 学生による授業評価を定期的に実

施しているか 
5 

学生による授業評価アンケートを実施し、教育活

動改善に活用している。 

特になし 

11-5-7 学校管理者及び学生による授業評

価の結果が分析され、課題を発見し、教育

内容や方法の改善、教員の教育能力向上等

の取組に反映されているか 

4 

授業評価結果を分析し、授業内容や指導方法の改

善に活用している。 

評価結果の活用方法について教員間で共有し、

改善サイクルのさらなる定着を図る。 
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11-6 教育活動を担う教職員 

点検項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

11-6-1 校長、教務主任、専任教員、准専任

教員及び非常勤教員の職務内容及び責任

と権限を明確に定めているか 
4 

各職位の役割及び責任を定め、学校運営及び教育

活動を実施している。 

認定日本語教育機関制度への対応を踏まえ、役

割分担及び責任体制のさらなる明確化を進め

る。 

11-6-2 教育目標達成に必要な教員の知識、

能力及び資質を明示しているか 
4 

教員に求められる能力及び資質を整理し、採用及

び育成に反映している。 

今後も継続的に認定制度に対応した教員像の明

確化及び共有を進める。 

11-6-3 教員及び職員の採用方法及び雇用

条件を明文化しているか 
5 

採用基準及び雇用条件を明示し、適切な採用活動

を実施している。 

特になし 

11-6-4 教員及び職員の研修等により教育

の質及び支援力強化のための取組をして

いるか 
4 

校内研修及び外部研修への参加を通じて教職員

の専門性向上を図っている。 

研修成果を組織全体へ共有し、教育の質向上へ

つなげる仕組みを強化する。 

11-6-5 教育機関としての信頼を高めるた

め、倫理観、振る舞い、ハラスメント防止

策に関する研修を行っているか 
4 

コンプライアンス及びハラスメント防止に関す

る情報共有や研修を実施している。 

継続的な研修及び事例共有を通じて意識向上を

図る。 

11-6-6 教員及び職員の評価を適切に行っ

ているか 
4 

教職員評価制度を運用し、教育活動及び学校運営

の改善に活用している。 

評価結果を人材育成及び組織力向上へより効果

的に活用する仕組みづくりを進める。 

 

基準 12 教育成果 
* 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

12-1 教育成果 

点検項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

12-1-1 入学から卒業までの学習成績を記
録、保管し、適正に管理しているか 

5 

入学から卒業までの学習成績及び出席状況を適

切に記録・保管し、教育活動及び進路指導に活用

している。また、認定日本語教育機関制度で求め

られる記録管理にも対応している。 

特になし 

12-1-2 卒業の判定基準が定められ、適切に

判定を行っているか 5 
卒業判定基準を明確に定め、成績及び出席状況等

を総合的に確認したうえで適切な判定を実施し

ている。 

特になし 
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12-1-3 外部の日本語資格試験（JLPT/EJU/

等）の結果を把握し、エビデンスの回収を

適切に行っているか 
5 

JLPT、EJU 等の外部試験結果について継続的に把

握し、教育成果の検証及び進路指導へ活用してい

る。また、試験結果に関する記録管理も適切に行

っている。 

特になし 

12-1-4 卒業、退学後の進路を適切に把握、

管理しているか 4 
卒業後及び退学後の進路状況について確認を行

い、進学実績及び就職実績として管理している。 

学科の特徴上、卒業後の状況把握については継続

的な追跡が難しいケースもあるため、情報収集及

び管理方法の改善を進める。 

12-1-5 卒業生の状況を把握するための取

組を行い、進学先、就職先等での状況や社

会的評価を把握しているか 3 

卒業生との連絡や進学先・就職先からの情報を通

じて、卒業後の状況把握に努めている。また、一

部卒業生との継続的な関係維持を行っている。 

卒業生追跡については体系的な仕組みが十分と

は言えず、進学先・就職先における活躍状況や社

会的評価を継続的に把握する体制の構築が課題

である。今後は卒業生ネットワークの活用や定期

的な情報収集の仕組みづくりを進める。 

 

基準 13 入学者の募集と選考 
 

* 5.達成している 4.ほぼ達成している 3.どちらともいえない 2.取り組みを検討中 1.改善が必要 NA.当てはまらない 

13-1 入学者の募集と選考 

点検項目 評価 現状・具体的な取り組み 課題とその解決策 

13-1-1 理念・教育目標に沿った学生の受入

方針を定め、年間募集計画を策定している

か 5 

ISI グループの理念・教育目標・育成する人物

像・アドミッションポリシー等をホームページと

募集要項の巻頭に掲載し、かつ学生・代理店・そ

の他提携機関へ広く周知の上、適切な募集計画の

もと受け入れ態勢を確保している。 

特になし 

13-1-2 職員が入学志願者に対して適切に

情報提供や入学相談を行っているか 

5 

募集担当職員は学校との定例合同会議や部内外

の研修・勉強会等を通して、プログラムやコース

内容を含め、正確かつ最新の学校情報の入手・活

用・開示に務めている。学生への入学相談の際は、

わかりやすく誤解を与えない様、多言語で発信し

ている。 

特になし 
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13-1-3 教育内容、教育成果を含む最新、か

つ、正確な学校情報、求める学生像、及び

応募資格と条件が入学希望者の理解でき

る言語で開示されているか 5 

最新かつ正確な学校情報は、多言語の募集要項（6

言語）・ ホームページ（13 言語） ・パンフレッ

ト・ SNS ・個別面談等で該当言語の運用能力が

ある外国籍スタッフにより学生・代理店・その他

提携機関に開示・説明をしている。また HP・募集

要項・学生生活スタートブック等にて ISI の理

念・教育方針を明示している。 

募集要項、ホームページは多言語展開している

が、募集対象地域の変動により展開する言語を適

宜見直している 

13-1-4 海外の募集代理店に最新、かつ、正

確な情報提供を行うとともに、その募集活

動が適切に行われていることを把握して

いるか 

4 

ホームページ・代理店ポータルサイト・パンフレ

ット・SNS の活用やウェビナー等による相談会の

開催など、最新かつ正確な情報の提供をおこなっ

ている。 

特になし 

13-1-5 入学志願者が海外の募集代理店等

に支払う各種サービス手数料について、そ

の金額および内容を把握し、妥当性・適正

性を確認しているか 

5 

契約締結前に「契約概要ヒアリングシート」を用

いて、各募集代理店等から入学志願者が支払う各

種サービス料について内容を把握し、妥当性・適

正性を確認している。 

特になし 

13-1-6 留学代理店等と提携して学生募集

や入学手続きを行う際に支払う報酬（コミ

ッション）について、その金額および算出

根拠が適正であり、契約内容は明確に文書

化され、当該情報は関係者間で適切に管

理・共有されているか 

4 

コミッションの金額及び算出根拠は、募集を行う

各地域の相場に基づいて適正に設定されている。

契約内容は各留学代理店等と契約書の形で明確

に文書化され、「社内営業管理システム」、ファイ

ルサーバーにて適切に管理・共有されている。 

特になし 

13-1-7 入学選考基準及び方法が明確化さ

れ、適切な体制で入学選考を行っているか 

5 

募集要項で、アドミッションポリシーを明示のう

え、書類、及び面接等による選考基準を多言語で

明記し、これを学生・代理店・提携機関等に通知

している 。 

また入学者選抜基準書に基づき、入学希望者とは

母国語または英語でのコミュニケーションを取

り、Web 会議システム等を活用し、募集部門のス

タッフが入学選考を実施している。 

特になし 

13-1-8 学生情報を正確に把握し、提出され

た根拠資料等により確認を行っているか 

4 

入学者選抜基準書を定め、学生、経費支弁者情報

をもとに適切に選抜を行っている。ファイルサー

バーに申請校別／入学時期別に入学選考に関す

るデータベースを保存し、提出書類は母国語対応

も含め、複数のスタッフで確認を行っている。ま

た面接では、入学志願者の能力、適性、意欲関心、

特になし 
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健康状態、経費支弁能力等を多面的に判定し、入

学選考を行っている。 

13-1-9 入学志願者の学習能力、勉学意欲、

日本語能力等を確認するとともに、受け入

れるコースの教育目標と教育内容が志願

者の学習ニーズと合致することを確認し

ているか 

5 

教育目標と内容（スケジュール・クラスの規模・

教授方法・費用、その他）は募集要項、ホームペ

ージに掲載しており、面接にて入学志願者の学習

能力、勉学意欲、日本語能力等を確認するととも

に、志願者の学習ニーズと合致していることを確

認している。 

特になし 

13-1-10 入学検定料、入学金、授業料、そ

の他納付金の金額及び納付時期、並びに学

費以外に入学後必要となる費用が明示さ

れているか 5 

納付金額は学則、ホームページ、募集要項、学生

生活スタートブックに、納付期日は学生用ポータ

ルサイト 

（Campusmate-J）内スケジュールに明示されてい

る。 

学費以外に必要になる費用についても明示され

ている。 

特になし 

13-1-11 関係諸法令に基づいた学費返還規

程が定められ、公開されているか 5 
関係諸法令に基づいた学費返還規定が定められ、

公開されている。 

特になし 
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総括 課題及び改善内容 

日本語学科においては、認定日本語教育機関制度への対応を最重要課題と

して取り組み、教育課程、成績評価、出席管理及び教育運営体制の整備を進

めた。 

教育活動においては、日本語教育の参照枠を意識したカリキュラム運営を

進めるとともに、学習成果の把握及び進路支援を継続的に実施した。また、

在留管理、生活指導及び学生支援についても組織的な対応を行い、留学生が

安心して学習できる環境整備に努めた。 

認定日本語教育機関制度への対応を通じて教育管理体制は大きく前進し、

本校は 2025年度第2回審査において認定日本語教育機関として認定を受ける

ことができた。しかしながら、認定取得そのものが目的ではなく、整備した

制度や仕組みを実際の教育現場で継続的に運用し、教育の質向上につなげて

いくことが今後より重要になると認識している。 

総じて 2025年度は、認定日本語教育機関として求められる基盤整備を進め

ることができた一年であり、2026年度以降は認定取得で得られた成果に満足

することなく、制度を着実に運用しながら継続的な改善を積み重ね、日本語

教育のさらなる質向上を目指していく。 

今後は、認定日本語教育機関として整備した制度や仕組みを定着させ、継続

的な改善サイクルを構築する。 

教員研修及び授業評価制度の充実を図るとともに、授業改善や教育成果の分

析を組織的に行う体制を強化する。また、卒業生の進路状況や社会的評価の把

握を進め、日本語教育の成果を客観的に検証できる仕組みづくりを進める。 

さらに、多様化する学生ニーズや在留管理上の課題に対応するため、教職員

間の情報共有及び支援体制の強化を継続して行うとともに、認定日本語教育機

関として求められる水準を維持・向上できるよう不断の改善に取り組んでい

く。 
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 平成19年の学校教育法改正により専修学校における学校評価が義務化されたことを受け、教育の質保証・向上に資するという観点から本校におい

ても「学校自己点検・自己評価報告書」を作成した。  

2025年度の「第1部全体」・「第2部専門学科」報告書においては、文部科学省が発行する「専修学校における学校評価ガイドライン」を参考に学

内に設けた委員会で議論を重ねた結果、以上の通り自己点検・自己評価報告書を作成した。 

また、第3部「日本語学科」についての評価項目は、「専修学校における学校評価ガイドライン」に準拠したうえで、「日本語教育機関認定法」・

「日本語教育機関の告示基準」・「日本語教育機関の告示基準解釈指針」を参照の上、自己点検・自己評価報告書を作成した。  

 

学校法人ISI学園専門学校長野ビジネス外語カレッジ自己点検・自己評価報告書を作成するにあたり学内に設けた委員会のメンバーは以下のとおり

である。  

 

2026年5月  

 

専門学校長野ビジネス外語カレッジ 自己点検・自己評価委員会（2025年度末現在） 

 

学 校 長  小 林 司 朗 

副 校 長  堀 内 美 穂 

副 校 長  髙 木 良 幸（キャリアセンター長兼任） 

教 務 部 長  岩本阿由美 

教 務  宮 坂 三 奈 

教  務  中 林 侑 大 

教       務  髙 木 裕 衣 

教 務  筑 田 奈 沙 

教 務  山 田 千 遥 

教 務  三 次 史 帆 

教  務  仲 恭 子 

キャリアセンター  若 林 繁 実 

事 務 局 長  武 藤 結 花 

事 務 局  山 口 晴 奈 

事 務 局  金 井 志 偉 


